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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第52期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第51期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 4,936 1,152 10,403

経常損失（百万円） △160 △860 △4,046

四半期（当期）純損失（百万円） △41 △1,022 △4,720

純資産額（百万円） 45,754 38,494 39,046

総資産額（百万円） 48,804 39,709 40,354

１株当たり純資産額（円） 2,437.392,117.032,147.43

１株当たり四半期（当期）純損失金額（円） △2.13 △56.21 △255.45

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 93.7 96.9 96.7

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 560 △404 2,267

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △368 617 △969

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,152 △76 △2,170

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 13,850 13,977 13,832

従業員数（人） 651 650 647

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 650 　

（注）　従業員数は就業人員数であり、契約社員およびパートタイマー（11人）を含めています。

(2) 提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 465 　

（注）　従業員数は就業人員数であり、当社から連結子会社への出向者（10人）を除き、契約社員およびパートタイマー

（11人）を含めています。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を品目ごとに示すと、次のとおりです。

品目 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

ワイヤボンダ 368 15.4

ダイボンダ 410 32.2

テープボンダ 104 16.7

フリップチップボンダ － －

その他装置 － －

補修部品 336 59.7

合計 1,219 25.0

（注）１．金額は販売価格により算出しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2) 受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を品目ごとに示すと、次のとおりです。

品目 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）　

受注残高（百万円）
前年同四半期比
（％）　

ワイヤボンダ 581 22.3 250 27.8

ダイボンダ 423 36.0 89 13.1

テープボンダ 54 10.2 213 61.4

フリップチップ
ボンダ

－ － － －

その他装置 15 91.8 15 91.2

補修部品 468 92.7 235 93.6

合計 1,542 31.9 802 36.6

（注）１．金額は販売価格により算出しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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(3) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりです。

品目 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

ワイヤボンダ 356 14.3

ダイボンダ 358 27.7

テープボンダ 104 18.7

フリップチップボンダ － －

その他装置 － －

補修部品 334 58.0

合計 1,152 23.3

（注）１．前第１四半期連結会計期間および当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該

販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

Powertech Technology Inc.715 14.5 180 15.6

Amkor Technology Korea,

Inc.
－ － 148 12.8

日本サムスン株式会社 582 11.8 － －

２．Amkor Technology Korea, Inc.への前第１四半期連結会計期間の販売実績は169百万円で、総販売実績に対

する割合は3.4％です。

３．日本サムスン株式会社への当第１四半期連結会計期間の販売実績は92百万円で、総販売実績に対する割合は

8.0％です。

４．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断し

たものです。

(1) 経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間における世界経済は、各国の大規模な財政出動の効果により、株価の回復など景気の底打

ち感を示す兆候が見られましたが、雇用・所得情勢の悪化懸念から、個人消費、企業の設備投資は低調に推移すること

となりました。

　半導体業界においては、在庫調整の進展と中国などの景気対策を背景に、一部の半導体メーカーの生産活動は緩やか

に回復を始めましたが、個人消費の下振れリスクにより設備投資の抑制傾向はなお継続することとなりました。

　このように半導体製造装置業界にとっては依然として厳しい経営環境が続く中、当社グループは既存顧客への多岐

にわたるサービス提供による確実な受注獲得と、様々な顧客仕様に対応する製品群の充実により新規顧客の開拓に努

めるとともに、効率化と合理化の推進による抜本的なコスト構造改革を強力に推し進めました。

　この結果、当社グループの当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高1,152百万円（前年同四半期比76.7％減）、営

業損失859百万円（前年同四半期は307百万円の営業損失）、経常損失860百万円（前年同四半期は160百万円の経常損

失）、四半期純損失1,022百万円（前年同四半期は41百万円の四半期純損失）となりました。

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。

　日本では、売上高1,091百万円（前年同四半期比77.4％減）、営業損失809百万円（前年同四半期は339百万円の営業

損失）となりました。

　アジアでは、売上高214百万円（前年同四半期比76.8％減）、営業損失54百万円（前年同四半期は37百万円の営業利

益）となりました。

　アメリカでは、売上高12百万円（前年同四半期比22.6％減）、営業利益３百万円（同21.0％減）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、四半期純損失の計上による現金及び預金の減少、生産量の減少による仕

掛品の減少などにより、前連結会計年度末比645百万円減の39,709百万円となりました。

負債合計は、生産量の減少による買掛金の減少などに伴い、前連結会計年度末比93百万円減の1,215百万円となりま

した。

  純資産は、四半期純損失の計上および配当金の支払いによる利益剰余金の減少などにより前連結会計年度末比552

百万円減の38,494百万円となり、自己資本比率は96.9％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末より145百万円増加し、

13,977百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、404百万円の支出（前年同四半期は560百万円の収入）となりました。その主

な要因は、税金等調整前四半期純損失1,000百万円の計上に対し、減価償却費166百万円の計上、生産量の減少に伴うた

な卸資産の減少額468百万円の資金の増加によるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、617百万円の収入（前年同四半期は368百万円の支出）となりました。その主

な要因は、定期預金の払戻による収入508百万円によるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、76百万円の支出（前年同四半期は1,152百万円の支出）となりました。これ

は配当金の支払額76百万円などによるものです。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新たに生じた課題

はありません。

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、383百万円です。

　主に、平成22年３月期中の市場投入を予定している、多ピン対応フリップチップボンダとワイドボンドエリア対応ワ

イヤボンダの開発に注力しました。また、昨今活況を呈しているLEDデバイス市場におけるシェア拡大を狙い、従来の

LED用ワイヤボンダに加え、LED用ダイボンダの開発に着手しました。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の拡充についての変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成21年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成21年８月13日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 20,047,500 20,047,500
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株　

計 20,047,500 20,047,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

－ 20,047,500 － 8,360 － 8,907

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、モルガン・スタンレー証券株式会社ほか３社から、平成21年５月11日付の大量保有

報告書に係る変更報告書の写しの送付があり、平成21年４月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨

の報告を受けていますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

モルガン・スタンレー証券株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 2 0.01

モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インコーポレーテッド

1585 Broadway, New York,
NY 10036

11 0.05

モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インターナショナル・
ピーエルシー

25 Cabot Square, Canary Wharf,
London E14 4QA, United Kingdom

232 1.16

モルガン・スタンレー・インベスト
メント・マネジメント・リミテッド

25 Cabot Square, Canary Wharf,
London E14 4QA, United Kingdom

1,161 5.79

計 － 1,407 7.02

（注）保有株券等の数、株券等保有割合とも、表示単位未満を切り捨てて表示しています。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,870,500 － 単元株式数　　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,150,700 181,507 同上

単元未満株式 普通株式      26,300 － －

発行済株式総数 20,047,500 － －

総株主の議決権 － 181,507 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれています。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれています。

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式が62株含まれています。

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社新川
東京都武蔵村山市伊
奈平２丁目51番地の
１

1,870,500 － 1,870,500 9.33

計 － 1,870,500 － 1,870,500 9.33

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 1,230 1,258 1,401

最低（円） 1,030 1,116 1,220

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してい

ます。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、アーク監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,232 17,430

受取手形及び売掛金 2,285 2,277

商品及び製品 3,346 3,234

仕掛品 1,751 2,311

原材料及び貯蔵品 402 408

その他 576 636

貸倒引当金 △112 △114

流動資産合計 25,480 26,181

固定資産

有形固定資産

土地 4,929 4,929

その他（純額） ※2, ※3
 2,624

※2, ※3
 2,737

有形固定資産合計 7,553 7,666

無形固定資産

その他 136 121

無形固定資産合計 136 121

投資その他の資産

投資有価証券 4,066 3,504

その他 2,477 2,885

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 6,540 6,385

固定資産合計 14,229 14,172

資産合計 39,709 40,354

負債の部

流動負債

買掛金 231 382

未払法人税等 11 44

引当金 228 258

その他 324 215

流動負債合計 795 898

固定負債

引当金 289 278

その他 131 131

固定負債合計 420 409

負債合計 1,215 1,307
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,360 8,360

資本剰余金 8,907 8,907

利益剰余金 23,967 25,080

自己株式 △3,148 △3,147

株主資本合計 38,086 39,199

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 692 221

為替換算調整勘定 △298 △387

評価・換算差額等合計 394 △166

少数株主持分 13 13

純資産合計 38,494 39,046

負債純資産合計 39,709 40,354
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 4,936 1,152

売上原価 3,628 878

売上総利益 1,308 274

販売費及び一般管理費

営業サービス費 213 97

従業員給料及び賞与 231 208

退職給付費用 13 14

試験研究費 525 383

製品保証引当金繰入額 49 37

その他 583 394

販売費及び一般管理費合計 1,615 1,133

営業損失（△） △307 △859

営業外収益

受取利息 16 11

受取配当金 28 26

為替差益 100 －

その他 5 13

営業外収益合計 149 50

営業外費用

為替差損 － 50

不動産賃貸原価 1 －

支払手数料 1 －

その他 1 1

営業外費用合計 2 50

経常損失（△） △160 △860

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 2

知的所有権対策引当金戻入額 58 －

製造物責任引当金戻入額 22 －

特別利益合計 80 2

特別損失

操業度低下損 － ※
 143

特別損失合計 － 143

税金等調整前四半期純損失（△） △81 △1,000

法人税、住民税及び事業税 22 4

法人税等調整額 △63 17

法人税等合計 △40 21

少数株主利益 1 1

四半期純損失（△） △41 △1,022
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △81 △1,000

減価償却費 223 166

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △2

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △60 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10 10

その他の引当金の増減額（△は減少） △109 △30

受取利息及び受取配当金 △44 △37

為替差損益（△は益） 30 22

売上債権の増減額（△は増加） 795 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 558 468

仕入債務の増減額（△は減少） △316 △157

その他 △397 132

小計 608 △428

利息及び配当金の受取額 46 37

法人税等の支払額 △93 △13

営業活動によるキャッシュ・フロー 560 △404

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △224 △140

定期預金の払戻による収入 304 508

有形固定資産の取得による支出 △83 △42

無形固定資産の取得による支出 △63 △26

貸付けによる支出 △4 △0

貸付金の回収による収入 6 17

その他の支出 △303 △1

その他の収入 1 301

投資活動によるキャッシュ・フロー △368 617

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △702 △0

配当金の支払額 △450 △76

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,152 △76

現金及び現金同等物に係る換算差額 2 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △958 145

現金及び現金同等物の期首残高 14,807 13,832

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 13,850

※
 13,977
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第１四半期連結会計期間において、「製品」「半製品」として掲記されていたものは、当第

１四半期連結会計期間は「商品及び製品」と一括して掲記しています。なお、当第１四半期連結会計期間に含まれる

「製品」「半製品」は、それぞれ166百万円、3,180百万円です。

（四半期連結損益計算書関係）　

　前第１四半期連結累計期間において、営業外費用に区分掲記していました「不動産賃貸原価」は、営業外費用総額の

100分の20以下になったため、当第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しています。

なお、当第１四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「不動産賃貸原価」は１百万円です。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間 
（自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率を使用して、一般債権の貸

倒見積高を算定しています。

２．棚卸資産の評価方法 　実地棚卸を省略し、前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として継続的受

払記録により算定しています。　

　棚卸資産の簿価切り下げに関して、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切り下げを行う方法によっています。

３．固定資産の減価償却の方法 　連結会計年度に係る固定資産の減価償却費を期間按分して算定しています。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定においては、重要な加減算項目に限定していま

す。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間 
（自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　連結子会社の税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会

計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　なお、連結子会社の法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表

示しています。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　１　受取手形の裏書譲渡高は、０百万円です。 　１　受取手形の裏書譲渡高は、２百万円です。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、13,215百万円で

す。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、13,086百万円で

す。

※３　有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮

記帳累計額は、建物及び構築物14百万円です。

※３　　　　　　　　　　同左

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

────── ※　操業度が著しく低下したことに伴って発生した費用を

操業度低下損として特別損失に計上しています。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定  17,465百万円

預入期間が３か月を超える定
期預金

 △3,616 

現金及び現金同等物  13,850 

現金及び預金勘定  17,232百万円

預入期間が３か月を超える定
期預金

 △3,255 

現金及び現金同等物  13,977 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21

年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　20,048千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　 1,871千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 91 ５  平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成

21年４月１日 至平成21年６月30日）

　当社グループは、半導体製造装置の製造、販売及び販売済製品の保守サービスを事業として行っており、当該事業

以外に事業の種類がない単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報を作成していません。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上
高

4,149　 786 1 4,936 － 4,936

(2) セグメント間の内部売
上高

681 136 15 832 △832 －

計 4,830 923 16 5,768 △832 4,936

営業利益又は営業損失（△） △339 37 4 △298 △9 △307

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。

(1) アジア………大韓民国、台湾、中華人民共和国、フィリピン共和国、シンガポール共和国、マレーシア、タイ

王国

(2) アメリカ……アメリカ合衆国

３．当連結会計年度からたな卸資産について原価法（収益性の低下に基づく簿価の切り下げ法）によっていま

す。この結果、日本の営業損失は30百万円増加しています。

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上
高

971　 181 0 1,152 － 1,152

(2) セグメント間の内部売
上高

120 33 12 165 △165 －

計 1,091 214 12 1,318 △165 1,152

営業利益又は営業損失（△） △809 △54 3 △859 △0 △859

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。

(1) アジア………大韓民国、台湾、中華人民共和国、フィリピン共和国、シンガポール共和国、マレーシア、タイ

王国

(2) アメリカ……アメリカ合衆国
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,570 4 3,573

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 4,936

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

72.3 0.1 72.4

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。

(1) アジア……………大韓民国、台湾、中華人民共和国、フィリピン共和国、シンガポール共和国ほか

(2) その他の地域……アメリカ合衆国、ドイツ連邦共和国、ポルトガル共和国ほか

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 840 10 850

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 1,152

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

72.9 0.9 73.8

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。

(1) アジア……………大韓民国、台湾、中華人民共和国、フィリピン共和国、シンガポール共和国ほか

(2) その他の地域……ドイツ連邦共和国ほか

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（デリバティブ取引関係）

　重要なデリバティブ取引はありません。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 2,117.03円 １株当たり純資産額 2,147.43円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 38,494 39,046

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

13 13

（うち少数株主持分） (13) (13)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

38,481 39,034

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

18,177 18,177

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 2.13円 １株当たり四半期純損失金額 56.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純損失（百万円） 41 1,022

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 41 1,022

期中平均株式数（千株） 19,154 18,177

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成20年８月13日
    

株式会社新川    

取締役会　御中    

   
    
 アーク監査法人
    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 上田　正樹　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 三浦　昭彦　　印

    

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新川の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新川及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計期間よ

り新たに棚卸資産の評価に関する会計基準を適用するとともに、知的所有権対策引当金及び製造物責任引当金（固定負

債の引当金）の設定を廃止している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年３月25日開催の取締役会における自己株式買付けの決議に

基づき、自己株式を取得している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成21年８月13日
    

株式会社新川    

取締役会　御中    

   
    
 アーク監査法人
    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 上田　正樹　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 三浦　昭彦　　印

    

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新川の平成

21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新川及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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